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岐阜における気候変動適応の取り組みのあらまし
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 気候変動適応法（2018）
 気候変動適応計画

 文科省 SI-CAT program 
(FY2015-2019)

世界 日本 岐阜

 岐阜大学に組織改編により、より強化され
た研究センターを設置。(2024年4月)

 岐阜県気候変動適応センター 設置
(2020年4月)

• 日本初の大学と自治体の共同設立事例
• 学内組織として、地域環境変動適応研究センター

を設置。幅広い分野のテーマを扱う。
 気候変動適応計画

改定版(2023)

• 岐阜大学と岐阜県は『モデル自治体』として地
域レベルでの気候変動適応の取り組みを主に
水防災の分野で推進。

“地球温暖化の時代は終焉し 地球沸騰化の時代が到来”

“人間活動による気候変動は疑いようがない”
“気候変動への適応に一刻でも早く取り組む”

岐阜県知事と森脇前学長による
協定締結（2020年3月）



岐阜大学地域環境変動適応研究センター(2020年～)
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岐阜県気候変動適応センターの枠組みと特徴 4

岐阜県気候変動適応センターの取り組みの特徴
 大学の研究者、県の行政職員・研究者が共同研究を行う。
 県の行政機関や研究機関が保有するデータを共同研究に活用することができる。

過去数十年間の現場情報が、気候変動と社会環境の分析の信頼性を高める。
 気候変動の影響に関する情報が県の行政施策や利害関係者と迅速に共有され、適応策の実施期間が

短縮される。

・地域気候変動

研究部門

・農業適応研究部門

・森林研究部門

・水環境研究部門

・社会システム研究部門

・社会連携研究部門

・気候変動影響評価
の共同研究

・適応推進に向けた
人材育成

・共同研究成果の
普及啓発

・適応策等の技術
的支援 など

関係学部・関係センター
応用生物化学部、工学部、医学部、流域圏科学研究セン
ター、清流の国ぎふ防災・減災センター、工学部附属応
用気象研究センターなど

センター長
岐阜大学教授

副センター長
環境生活部長

センタースタッフ

大学教員、県職員 等

地域環境変動適応研究センター

分野別会議

 ・気候変動のニーズの収集（分野別会議）

 ・適応計画の策定、進捗管理（庁内会議）

 ・県民、事業者への普及啓発、相談対応
など

庁内連絡会議

岐阜県気候変動適応センター

関係部局・研究機関
清流の国推進部、危機管理部、健康福祉部、商工労働
部、農政部、林政部、県土整備部、都市建築部、保健
環境研究所、農業技術センターなど

適応センター運営会議

環境生活部 脱炭素社会推進課

岐 阜 県 岐 阜 大 学



岐阜県気候変動適応センターにおける共同研究テーマ

 岐阜県における「気候変動×防災」、「流域治水」の支援
主に水防災の分野で科学的知見に基づく意思決定(EBPM)を支援
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 農林水産分野における気候変動影響評価と適応策の共創
例：富有柿、栗、コメ、ジャンボタニシ、清流長良川のアユ、代替作物 etc.

 脱炭素・水循環・生物多様性保全等に資する森林管理のあり方
例：炭素吸収量の評価、岐阜県版J-creditの支援、皆伐跡地の管理方策 etc.

 暑熱による熱中症等健康被害リスクのアセスメントと対応策
例：暑さ指数WBGTの運用方法、県下市町村における熱中症リスク分析 etc.

岐阜LCCACにおける近年の主な共同研究テーマグループ



地域における気候変動適応を促進する3つのフェーズ 6

フェーズ１ 地域規模での気候変動の影響評価

フェーズ2 自治体との情報共有／ステークホルダーへの情報発信

フェーズ3 既存の政策から潜在的な適応策を抽出／
有望な適応策をステークホルダーと共創

ステークホルダー（産業界、地域住民）基礎自治体（市町村）

個人・家庭レベルでの
行動変容

都市計画、
地区防災計画への反映

岐阜大学

受け手に合わせた
情報提供

最新の気候モデルプロダクトを活用
し、河川管理者・防災担当者も
理解しやすい研究成果の創出
⇒地域だけでなく国への情報提供も

岐阜県における「気候変動×防災」施策の整理、 岐阜県の流域治水施策の見える化（マップ化）



岐阜県版「気候変動×防災」・流域治水の施策整理
（2021～現在進行中）
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国が主導する各流域における
流域治水

「気候変動×防災」に係る国計画と
岐阜県計画・施策の対応整理

岐阜県施策として実施できる
流域治水メニュー

環境省気候変動適応室
モデル事業とのタイアップ
各部局・課の情報提供により整理

流域毎のマップ化 
新五流総改訂版（河川課）

 気候変動適応計画
（脱炭素社会推進課）

 各課での活用

市町村・各河川流域のどこで何ができる？

国施策体系と県施策の対応関係は？  岐阜県のアドバンテージ
岐阜県ならではの課題

 各課の施策間の関係性・重なり

【整理の結果を活用するために必要な検討】

庁内連絡会議（自然災害分野）

・危機管理部 2課
・農政部 3課4係
・林政部 3課
・県土整備部 4課
・都市建築部 5課
・環境生活部（事務局）
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